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1.   高齢者の増加と雇用・生活問題

わが国の人口の年齢別構成は,平均寿命の延長,出生率の低下に伴って急速に老齢化が進んでいる。平均寿
命は,先進国に近い状態に達し,出生率は国際的にみて最低の水準にある。65才以上人口の割合は欧米諸国
に比べてまだ低いが,その割合は今後も高まると予想される。そのため,労働力人口についてもその老齢化
がさらに進むものと見込まれる(第1,2,3表)。

第1表 諸外国の最近の平均寿命

第2表 諸外国における老齢人口(65才以上)の総人口に占める割合
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第3表 年齢別人口構成比の推移

人口の老齢化の内容をみると,1)地域別には,農村から都市への若年層の移動の影響で,郡部で老齢化がより
進み,とくに中国,四国,九州などでそれが顕著である反面,大都市周辺の県では若年齢化がみられ,また,2)従
業上の地位別には雇用者に比べて家族従業者,自営業主の老齢化が大きいという特徴がみられる。

雇用労働者については,30年代前半は,鉱業など一部の産業を除くと,中高年労働者の割合がさがっていた
が,30年代後半以降は,割合が全般的に上昇し,とくに中小企業でその傾向が強い(第4,5,6,7表)。

高齢人口が増加する一方,その就職難は解消されていない。男の年齢別の求人求職状況でみると,51才以上
では求職者が求人を上回り,とくに56才以上になると,求職7人に対し求人1人の割合となっている。

管理職,技術職,通訳など中高年の専門職の職業紹介を行なっている「人材銀行」の職業紹介状況をみても,
求職が求人の1.6倍で,就職率も25％とそれほど高くない。もっとも技術職については,求人と求職がほぼ
同数で,就職率も30％とやや高い(第8表)。

第4表 市郡部,年齢別人口構成
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第5表 地域別老年人口指数

第6表 職業別,従業上の地位別,年齢別構成比変化
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第7表 産業別,規模別年齢構成変化

第8表 人材銀行業務取扱状況
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第9表 定年等による転離者数

第10表 定年到達者の勤務先の規模の変化

第11表 定年前後の収入比
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求職中の高齢者には,定年退職者が多いと思われるが,わが国の場合には定年年齢が低いこと,定年年齢と厚
生年金支給開始年齢とに通常ギャップがあり,その給付水準も低いことなどが定年退職者の再就職の必要
性を高めている。

定年退職者数は最近増加傾向にあるが,その多くは,定年制の枠外にある嘱託,臨時として,または中小企業
へ再就職しており,定年前に比べてその賃金がさがる場合が多い(第9,10,11表)。

高齢者の雇用安定の必要性は,その生活構造の面からも大きい。

年齢別の消費支出の構成割合をみると,定年時の55才～59才層は,教育費負担が高く,冠婚葬祭費などの支
出が多いことなどのため,他の年齢に比べて,雑費の支出割合がもっとも高くなっている。定年到達者調査
によると定年到達者のなかで子供が在学中のものは約5割となっている。

また,住宅費についてもこの年齢で住宅の建築購入がかなり多いと推定され,これが生活を困難にしている
面もある。「定年退職者追跡調査」によると,持家のある定年退職者のなかで,約3割は退職金で借金の残
額を支払っており,定年後10年たっても借金の返済を終えていない者も1割強みられる(第12表,第13表)。

また高齢者の生活問題は,家族制度の変化や,大都市への雇用労働者の集中などに伴う核世帯化の進展の面
からも生じている。

第12表 世帯主年齢別の消費支出構成比

第13表 持家の実現状況
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世帯総数に占める核世帯の割合は急速に高まっており,今後も増加すると予想される。壮年層の意識調査
でみると,老後は子供をたよらずに暮らすという者がふえており,また,自分の収入で暮らせるものの割合も
増加している。しかし,現状では欧米に比べれば子供と同居している者や,子供の扶養に依存する者がはな
はだ多い(第14,15,16表)。

第14表 老後の生活についての意識

第15表 高齢者(65才以上)の生計維持状況
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第16表 高齢者の家族構成の国際比較
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2.   製造業における生産性の動向

最近の製造業の労働生産性の動向には,1)景気後退期での労働生産性の落ちこみがやや小さく,好況期には
30年代に比べてより大きい上昇を示し,趨勢的に上昇率が高まっている,2)規模別には,大企業が30年代前
半からほぼ同じ程度の上昇をつづけているのに対し,中小企業では上昇率が高まる傾向にある,3)産業別に
は鉄鋼,化学など重化学工業部門では,高い上昇がつづいているが,食料品,繊維など軽工業部門では上昇テ
ンポが高まり,生産性上昇率の産業差が縮小している,などの特徴があげられる。(第17,18,19表)

その背景としては,中小企業や軽工業などで設備投資が急増したことがあった。資金供給も,30年代後半か
ら40年代の初めにかけての大企業の設備投資の一時的な落ち込み,国債発行に伴うマネーフローの変化な
どで比較的豊富で実効金利も低下した(第20,21,22表)。

第17表 労働生産性上昇率の推移

第18表 規模別にみた物的労働生産性上昇率
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第19表 製造業中分類別にみた物的労働生産性上昇率

第20表 規模別にみた設備投資増加倍率
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第21表 産業別にみた設備投資の状況

第22表 実効金利(推計)の推移

設備投資の内容では,労働力不足の影響をうけて省力投資が増加している。「労働経済動向調査」による
と,設備投資に当たって「主として労働力の節約を考える」ものは約2割であるが,時期としては主として
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40年以降にそのような投資が始まっている。また,中小企業では労働力不足対策として設備の近代化をあ
げているものが,6割～7割に達している(第23,24表)。

第23表 規模別にみた設備投資の目的別設備投資計画のある事業所等の比率

第24表 中小企業における労働力不足対策

労働節約投資の内容では,大企業,中小企業とも生産工程の合理化が多い。運搬工程,事務部門などの合理化
は大企業で多いが,中小企業でもかなりみられる。省力投資の増大に伴って省力機械の生産の増加は最近
めざましく,機械工業全体の生産の伸びを大きく上回っている。また,荷造,包装など労働集約的作業につい
ては,それを請負にまわすものもみられる。このような労働節約投資は,労働力不足によって促進されたも
のであるが,しかし,中小企業の労働力不足を解消するまでには至らず,労働力不足に対する効果としては,
「一部を補う」とするものがもっとも多い(第25,26,27,28表)。

第25表 労働節約投資の内容
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第26表 省力機械の生産状況

第27表 荷造包装を請負させている理由等の比率
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第28表 労働力不足に対する労働節約投資の効果

製造業の労働生産性の上昇が高くなってきている要因としては,これまで主として中小企業が多かつた生
産分野に大企業が進出していることもある。

「工業統計表」でみると,中小企業専業業種はしだいに減少し,共存業種や大企業業種が増加している。中
小企業の中では,国際市場における後進国の追い上げ,労働力不足などに適応しえないものもあり,構造的要
因による倒産がふえ,また,従来に比べると規模拡大企業の割合が少なくなり,転廃業なども増加する傾向に
ある(第29表～第32表)。

第29表 中小企業専業業種数等の動向
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第30表 類型別にみた出荷額の伸び率

第31表 倒産件数等の推移
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第32表 小企業(30～49人)における企業規模異動状況
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3.   職業別労働需給ギャップの予測

職業別の労働需要は,純需要(就業者数の純増加)に死亡者数とリタイヤー数を加えて算出し,他方,労働供給
としては,新規学卒者のみを考えた。

したがって,労働需給のギャップは主として無業者からの流入と,職業間の労働移動によって補充されるこ
ととなる。

各項目の推計方法を述べると,つぎのとおりである。
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3.   職業別労働需給ギャップの予測
(1)   職業別労働純需要

1)職業別労働純需要の予測は,まず,産業別の労働需要を求め,つぎにこれを職業別に分割することに
よって行なった。 

2)産業別労働需要は,経済社会発展計画用産業連関モデルに基づいて経済審議会計量委員会が行なっ
た試算(計量委員会第2次報告43年9月)の四つの条件付予測のうち,実質国民総生産の年平均増加率が
もつとも高い(11.1％)予測による部門別就業者数を用いた。 

3)職業別の分割は,つぎの手順により,将来における各部門でどの性別,職業別構成を予測して行なっ
た。 

1)35年,40年「国勢調査」の産業別,職業別就業者数により,各部門別の性,職業別構成比を算出する。

(職業別配分係数γ35,γ40) 

2)γ35～γ40の変化を将来に延長してt年のγtを次の3ケースに分けて求めた。 

(イ)ケース1 

γt＝γ40

(ロ)ケース2 

γt=γ40+at(γ40-γ35) 

γtは5年間の変化を各年きざみに換算するための係数 

(ハ)ケース3 

γ40(1-γ40) 

γt= γ40+αt (γ40-γ35)/ γ40(1-γ40) γ35(1-γ35) 

ここで,(ロ),(ハ)については,γt<OとなればOに,γt〉1となれば1におきかえ,かつ,γtの行計が1とな
るように調整した。 

3)2)のγtを2)の部門別就業者数に乗ずれば,部門別職業別就業者数が得られるが,できるだけ実績値
に近づけるため,43年時点における実績値(40年の国勢調査結果と労働力調査結果の差を43年の労働
力調査結果に加えたもの)に対する予測値の比率を求め,その比率を44～46年の予測値に乗じて修正
した。 

4)以上により得られた46年の予測値から43年の実績値を引けば,職業別純需要となる。 
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3.   職業別労働需給ギャップの予測
(2)   職業別死亡者数

40年「人口動態統計」の年齢階級別死亡率を「国勢調査」の年齢別職業別就業者数で加重平均して職業
別死亡率を算出し,前記職業別就業者予測値に乗じて算出した。
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3.   職業別労働需給ギャップの予測
(3)   職業別リタイヤー数

リタイヤー率は,43年「就業構造基本調査」の職業別退職者数を用いて算出した。リタイヤー率を求める
には,前年における就業者数が必要となるので調査時点(43年7月1日)の従業者数に過去1年間の退職と異動
による減を加え,新規就業者数と異動による増を差し引いたものをさらに死亡率で修正((1-死亡率)で除
す。)して,前年の職業別就業者数を推計した。
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3.   職業別労働需給ギャップの予測
(4)   職業別労働供給

文部省「学校基本調査」の性,学歴,職業別新規学卒就職者数により,43年までは実績値,44年以降は43年の
入職構成比を別途,労働省職業安定局推計による新規学卒就職見込数に乗じて推計した。

第33表 職業別労働需給のギャップ
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第34表 職業別労働需給のギャップ
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第35表 職業別労働需給のギャップ
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4.   産業間などの労働移動の推計結果

産業間の労働移動の状況をマクロ的につかむために,産業を第1次,第2次,第3次産業の三つにわけ,新規学卒
者の就職,就業者と無業者との流出入の関係をも加えて,産業間などの労働移動の推計を行なった。産業は
通常の分類と異なって,第3次産業から運輸通信業,電気ガス水道業をはずし,第2次産業に加えてある。産業
間の労働移動の観点からは,これらの産業の労働者は第2次産業と同様にブルーカラー的色彩が強いと判断
したからである。なお,各産業の就業者は従業上の地位別には分割されていない。

30年～35年(I期),35年～40年(II期),40年～43年(III期)についてそれぞれ第1次,第2次,第3次産業を中心とす
る労働力の流出入の状況の変化をみると,つぎのとおりである。
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4.   産業間などの労働移動の推計結果
(1)   第1次産業を中心とする労働移動

他部門から第1次産業への年平均流入数は期をおって減少しているが,その内訳をみると,新規学卒者から
の流入の減少幅が大きく,I期の201千人がIII期には73千人となっている。したがって流入総数に占める部
門別流入数の比率(流入構成比)は第2次,第3次産業がやや上昇ないし横ばいとなっているのに対し,新規学
卒者の構成比率は大きく低下している。

つぎに,第1次産業から他部門への年平均流出数をみると,I期,II期には,第2次産業へ約107千人,第3次産業へ
約100千人となっているが,III期には減少し,いずれもI期,II期の4～5割の減となっている。しかし流出総数
に占める部門別流出数の比率(流出構成比)をみると,流出数が全般的に減少しているため,第2次,第3次産業
への流出構成比の低下は実数の減少テンポに比べてゆるやかである。
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4.   産業間などの労働移動の推計結果
(2)   第2次産業を中心とする労働移動

第2次産業への流入では,新規学卒者からの流入が一貫して増大しているとともに,無業者からの流入もIII
期に著しく増大し,労働力供給源としての重要性を高めている。第1次産業からの流入はIII期に減少し,流
入構成比も低下しているが,第3次産業からの流入はII期に減少した後,III期には若干増加した。しかし,III期
の流入数もI期に比べれば少ない。また,第3次産業からの流入構成比はI期19％,II期14％,III期13％と徐々に
低下している。

流出面では,無業者と第3次産業への流出が増大しているが,とくに第3次産業へはI期144千人,II期186千人
に対しIII期には281千人と著しく増加し,その構成比も漸増している。
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4.   産業間などの労働移動の推計結果
(3)   第3次産業を中心とする労働移動

第3次産業への流入は期毎に増大しているが,部門別にみると,第1次産業からの流入が漸減しているほかは,無業者,新
規学卒者および第2次産業からの流入はいずれも増大している。

構成比では,無業者や新規学卒者がやや不規則な動きを示しているのに対して,第2次産業からの流入構成比は着実に
増大している。

他部門への流出は,無業者への流出がII期に増大しているが,これは女子就業者の無業者化が大きかったことによるも
のである。第2次産業への流出もIII期に若干増加して251千人となっているが,I期の297千人よりはかなり低い水準で
ある。流出構成比では,無業者への比率が漸増,第2次産業への比率がI期38％,II期28％,III期24％と漸減傾向にあり,対
照的な動きをしている。

〔推計方法〕

(1)30年～35年(I期),35年～40年(II期),40年～43年(III期)の三期間について下表により年々の産業間および有業者,無業
者間の移動状況を男女別に推計した。

(2)上記の表のうち,つぎの各欄はそれぞれ統計資料から直接数値を得た。

計……「国勢調査」,「労働力調査」(「国勢調査」ベースに修正-国勢調査時点における国勢調査結果と労働力
調査結果の差から中間時点の両者の差を定差法によって求め,その差を労働力調査結果に加えて年々の数を推計
した。) 

新規学卒者,在学者増……「学校基本調査」 

外国(沖縄)……「沖縄業務資料」(I,II期には安定所扱いのほか縁故就職等を含むが,III期は安定所扱いのみ。) 

死亡……「人口動態統計」 

(3)「第1次産業～無業者」相互間の移動の推計は,年々の15才以上人口(計から死亡を除く)に部門間労働流出係数(期
間内は不変と仮定)を乗じて算出した。

この場合,部門間労働流出係数は,まず,その近似値(A*ij)としてI期については34年「就業構造基本調査」から,同じくII
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期については37年および40年調査,III期については,40年および43年調査の数値を使用し(ただし,第1次産業について
は,「農家就業動向調査」で修正),それを期間内の各年についてもっとも適合するように修正して,流出係数(A ij)を求
めた。このためにはAij=A*ij+Bij(ただし,Bijは修正マトリクス)とおいたとき,各年における部門別労働力マトリクスと
Aij+Bijによって得られた推計値との誤差マトリクスが最小になるようにBijを算出した。

第36表 第1次産業を中心とする労働移動

第37表 第2次産業を中心とする労働移動
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第38表 第3次産業を中心とする労働移動
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5.   コーホートからみた産業間労働移動の状況

昭和30年における同時出生集団(コーホート)たとえば「15才～24才」の就業者は,35年には「20才～29
才」となるが,このようなコーホートの産業別就業者数は,もし死亡等の変動要因がなければ,5年後でもそ
の数が変化することはない。5年後に産業別就業者数が変化するのは,死亡のほか,有業者,無業者間の移動
と産業間労働移動の三つの要因によってである。そこで30年～35年,35年～40年の2期間についてコー
ホートからみた産業間労働移動の状況を,就業者の増減数に新規学卒就職者数,死亡者数等を加減して計算
した。これを式で示せば2)式のとおりになる。

期末就業者数=期首就業者+(新規学卒者+無業者からの流入)-(死亡十リタイヤー)+産業間労働移動純増
減……………………1)

1)式から

就業者増減数

産業間労働移動純増減＝期末就業者数-期首就業者数-(新規学卒者+無業者からの流入)+(死亡+リタイ
ヤー)…………2)

就業者数は,「国勢調査」より,新規学卒者数は「学校基本調査」より直接求めたが,有業者,無業者間の移
動数と死亡者数はつぎの方法によって計算した。

1)無業者(新規学卒者を除く)からの流入数 

イ 30年～35年については,「就業構造基本調査](34年)を使用したが,産業別の年齢区分別流入数(各
コーホートの5年後の年齢による流入数)は,産業計の年齢区分別流入数を,「就業構造基本調査特別
集計」(37年)の産業別区分の比率によつて分割し,それぞれを5倍(「10才～14才」は3倍)して算出し
た。ただし,農林業以外の産業についそば,流入後,雇用者となった者のみの数である。 

ロ 35年～40年については,「就業構造基本調査特別集計](37年)の年齢別,産業別の流入数を使用し,
イと同一方法で全就業者を対象として算出した。 

2)リタイヤー数 

1)と同じ方法で計算した。ただし,両期間とも全就業者を対象とした。 

3)死亡者数 

イ 30年～35年 

「人口動態統計」から産業別の死亡者総数を求め,それに産業計の年齢区分別(各コーホートの5年後
の年齢による)の構成比を乗じて産業別,年齢区分別の死亡者数を算出した。この場合「10才～14
才」については,35年調査の構成比を,また「15才～24才」,「25才～34才」については,37年および
35年調査の平均値を使用し,「35才以上」の構成比は残差とした。 

ロ 35年～40年 
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計算方法はイと同じであるが,年齢別構成比は,「10才～14才」は40年調査の結果を,「15才～24
才」,「25才～34才」は36年および40年調査の平均値を使用した。 

第39表 コーホートからみた産業間労働移動
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第40表 コーホートからみた産業間労働移動
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第41表 コーホートからみた産業間労働移動
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第42表 コーホートからみた産業間労働移動
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6.   最近における地域間労働移動の変化とその背景

最近における地域間労働移動には,昭和30年代の若年層を中心とする大都市への急激な移動が変化する傾
向があらわれている。

「就業構造基本調査」でみると,1)都道府県間労働移動が県内移動者に比べて相対的に小さくなってい
る,2)都道府県間移動者には新規学卒者などの新規就業者の割合が低下した反面,継続就業者,転職就業者の
割合が上昇し,また,その年齢構成が高まってきているなどの特徴がみられる。移動層の高齢化は,農林業か
ら非農林業へ転職した者についてとくに顕著である(第43,44,45表)

第43表 常住地移動者の推移

第44表 就業状態別常住地移動者数および構成比
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第45表 都道府県間移動者の就業状態別年齢別構成比の変化

また,「職業安定業務統計」により,職業安定機関経由の一般,学卒別の県外就職者の動向をみると,1)中卒
の県外就職率の低下,2)一般,とくに臨時季節の県外就職率の上昇がめだっている。なお,高卒については県
外就職率は横ばいであるが,女子についてはそれが最近やや上昇している(第46表)。

地域間労働移動の変化の内容では,1)大都市地域への流入が,中卒,高卒,一般常用では相対的に減少し,臨時
季節のみが増加している,2)大都市地域の中卒労働力の給源が遠隔地化する傾向が生じている,などの特徴
がみられる。なお,季節的出かせぎの就職先の産業では建設業,製造業の比重がかなり高まつてきている(第
47,48,49表)。

以上のような地域間労働移動の変化に伴って,地域別の労働需給にも,中卒,高卒,一般の中の若年層などで
大都市地域と地方との充足率の差が大きくなり,労働需給の地域間アンバランスが拡大している(第
50,51,52表)。

第46表 職業安定機関経由による県外就職者の一般,学卒別構成比 および県外就職率の推移
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第47表 職業安定機関経由による県外就職者の流入地域別構成変化
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第48表 労働力供給地域別三大需要地流入者の構成

第49表 出かせぎ者の産業別にみた就職状況

昭和43年 労働経済の分析



第50表 中学卒の地域別求人充足率

第51表 高校卒の地域別求人充足率
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第52表 地域別にみた年齢別求人充足率の推移

地域間労働移動の変化の背景としては,中卒や一般については大都市地域に比べ地方県での求人の増加が
大きいことがあると思われる。なお,高卒については,大都市地域での求人増加がみられる( 第53表 , 第54
表 , 第55表)。

第53表 中学卒の地域別求人数および増減率
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また,地方での求人の増加や地域的労働移動の変化には,産業の地方分散,地域別賃金格差の縮小などの要素
も影響していよう。「工業統計表」により製造業の出荷額の地域別シエアーの変化をみると,求人と同様
に東京,大阪,愛知以外の道府県の割合が上昇し,また,従業者の増加も三大都府県以外のところで多い。こ
れには,新産都市などによる企業誘致なども影響していよう。

また,賃金は,地域格差の縮小が学卒初任給層から始まり,それが漸次高年齢層におよんできている。最近,
大都市で住宅費の上昇が著しいことなどから,その物価の地域差が拡大する傾向にあるので,実質賃金でみ
ると賃金の地域格差の縮小はさらに大きいものと思われる(第56表～第62表)。

第54表 学卒を除く一般新規求人数の地域別構成および増減率
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第55表 高校卒の地域別求人構成および増減率

第56表 製造品出荷額の地域別構成比
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第57表 主な都道府県別にみた従業者数の増減率および事業所の平均規模の推移

第58表 地域別賃金格差の推移
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第59表 都道府県別,年齢別にみた賃金の分散状況

第60表 地域別初任給格差の推移
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第61表 物価の地域差指数

第62表 都市階級別にみた住居費の地域差指数
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7.   労働移動の国際比較

昭和30年代後半からの労働力不足の進展に伴って,わが国では産業間企業間などの労働移動が若年層を中心として増
大してきているが,転職率や産業間の労働移動を欧米諸国と比べるとまだ低い。

「就業構造基本調査」によって,年齢別の就業者の過去1年間の転職率を37年以降についてみると,ほぼいずれの年齢
層においても,男女ともその転職率は高くなってきている。転職率がもっとも高いのは若年層においてであり,これは
37年以降変わつていない。これを資料の得られるアメリカ,フランスと比較すると,アメリカにおける転職率は各年齢
層ともわが国におけるよりも非常に高い。もっともこれにはアメリカが雇用労働者についてのみの転職率であるこ
との影響もあると思われる。アメリカの若年層において転職率がめだって高いのは,通常いわれるように若年時にか
なりひんぱんに転職する傾向がアメリカで強いことを示しているといえよう。フランスにおける転職率はアメリカ
ほど高くはないが,20才未満を除くと各年齢ともわが国より若干高くなっている(第63表)。

つぎに同じく「就業構造基本調査」によって職業別転職率をみると,男子については転職率が上昇している職種が多
いが,女子についてはさがっている職種もいくつかみられる。アメリカの転職率は,日本のそれよりもいずれの職業に
ついても高いが,日本,アメリカ間の若年層の転職率の差ほど大きな差はみられない。日本とフランスとを比べるとそ
れほど大きな差はなく,職業によっては日本の方が高い転職率を示しているものもある(第64表)。

職業間の転職状況をみると,転職後の職業がホワイトカラー職業である者のうち,前職がブルーカラー職業であった者
の割合は,36年に比べて43年には減っており,43年で男子25％,女子16％を占めている。

第63表 年齢別男女別転職率
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サービス職業への転職者の前職別構成ではブルーカラー職業も大きな割合(男子34％,女子28％)を占めているが,ホワ
イトカラー職業からの転入者の割合が36年以降増えており,42年には,男女とも20％強を占めるに至っている。アメ
リカにおける職業間移動については,Monthly Labo「Review(1967年6月号)によると,1966年にホワイトカラー職業
(専門的技術的職業,管理的職業,事務従事者および販売従事者)へ転職した者のうち,男子で約12％,女子で5％のものの
前職がブルーカラー職業(熟練工,半熟練工および非農業単純労働者)であり,わが国と比べてかなり低い。また,サービ
ス職業へ転職した男子労働者の1年前の1965年1月における職業をみると,わが国におけるより多い50％以上がブルー
カラー職業についていたとされている(第65表)。

第64表 特定職種別転職率
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なお,産業間の移動状況を日本とフランスとについて比べると,日本とフランスとの間にそれほど大きな差異はみられ
ないが,女子の第2次産業から商業への流出率は日本の方が高く,男子の商業,サービス業への第2次産業からの流入率
ではフランスの方が高くなっている(第66表)。

第65表 職種間労働力移動状況
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第66表 第2次産業,商業,サービス業間労働力流出入率
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8.   産業間・産業内の賃上額および一時金の分散

まず,産業間の賃上額および一時金についてその分散の程度を変動係数(全産業平均からの各産業ごとのそ
れぞれの散らばりの程度を示す)によってみると,傾向的に小さくなっており,とくに賃上額の分散の縮小が
著しい。

全産業の企業間の分散と比較すると産業間の分散が小さいが,これは産業間の分散には産業内の企業間の
差異が反映されないためと思われる(第67表)。

つぎに産業として「金属・機械」「化学」をとりだして産業内の動きるみると,賃上額,一時金とも変動係
数は同様に小さくなる傾向にあり,分散の程度も全産業に比べて小さい(第68表)。「化学」と「金属・機
械」を比較すると賃上額および一時金のいずれについても分散の程度は「金属・機械」が小さいが,これ
には「金属・機械」には成長性が高く,若年労働者の占める割合の高い産業が多いため労働力需給ひつ迫
の影響を強く受けていることも一因となっていよう。

第67表 賃上額および一時金の分散
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第68表 賃上額および一時金の分散
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9.   産業別の賃上額・ベース増加額比率

賃上額は,通常,定期昇給こみで決定されているため,労働者構成に相違があると,賃上額と賃上げ一年後の
賃金ベースの増加額には差異が生ずることになる。しかし,両者の比率は,各単産の賃上げ内容,賃上げ後の
労働者構成の相違などがあるために,必ずしも同じではない。

「賃金構造基本統計」による労働力構成の相違と関連させならが賃上額,賃金ベース増加額の比率の動き
をみると,若年者ないし女子の占める比率が相対的に高い合化労連,全国セメント,全国金属,電機労連など
の単産では賃金ベース増加額の賃上額に対する比率は8割台で,他方,その比率が9割台である電労連,私鉄総
連,造船,石油などの単産では若年者や女子の割合が低くなっている(第69表)。もつとも40年以降について
は賃上額,賃金ベース増加額比率は全般的に上昇しているが,それには各産業とも若年齢化の傾向がかなり
衰えてきたことが影響していよう。なお,単産によっては,鉄鋼労連などが労働力構成と関係なくこの比率
が大幅な変動を示しているものがあるが,これには春季賃上げ以外の賃金増額などの動きも影響している
と思われる。

第69表 単産別賃上額・ベース増加額比率および労働力構成の変動
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10.   産業別にみた賃上額の配分

まず,産業全体について配分の動きをみると,定額部分の割合(一律に一定額を支給する部分の割合)は,昭和
30年代には前半(33～36年)17％,後半(37～39年)26％と増大していたが,44年代にはいると24％と低下し
ている。定率(基本給等に一律に一定率を乗じて支給する部分)の割合および査定(人事考課等の査定によ
る支給)の割合は一貫して減少している。一方,その他(賃金階級別に異なつた率で支給する部分であって
中だるみ是正,職能給などの部分)の割合は同じく21％,28％,34％と増大している。

第70表 賃上げ源資の配分割合別産業分布
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しかし,産業の性格,労使関係の相違などにより配分は一様ではない。たとえば,石炭鉱業においては定額部
分の割合は30年代前半49％,後半54％と大きかったが,40年代にはいると34％と大幅に減少している。ま
た,その他部分の割合は同じく16％,17％,12％で減少となっている(第70表)。綿紡,製糸,麻などの繊維関係
では30年代では比較的定額部分の割合が大きかったが,40年代にはいると,定額部分の割合が大幅に低下
(たとえば,綿紡では30年代後半の39％から40年代12％,製糸では同じく36％から16％へと低下)し,その他
部分の割合の増大(綿紡では同じく24％から60％へ,製糸は26％から49％へそれぞれ増加)がめだってい
る。また,成長産業で,かつ30年代後半,若年労働者の割合の高まった石油,窯業・土石,鉄鋼,機械,電機などで
は若干定額部分の割合が増大したが,定率部分との合計でもなお50％未満となっている。鉱業,製造業を除
くその他の産業では,40年代についてみると,私鉄,ガスを除き,特定の項目に配分が集中している。たとえ
ば,海運,倉庫ではその他の部分の割合だけで60％以上を占め,電力ではその他の部分の割合50％で,査定部
分とを合計すると80％をこえている。
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11.   消費者物価と卸売物価のかい離の統計的要因

昭和35年～42年の物価上昇は消費者物価(以下CPIという。)で年率5.7％,卸売物価(生鮮食品を含む総平均。以下,WPIとい
う。)で1.2％となっており,両指数間には4.5ポイントの差がある。このような物価指数1間のかい離現象が著しくなったの
は30年代の後半以降であるが,外国,たとえば,アメリカなどと比べて,最近のわが国のかい離の程度はきわめて大きい(第71
表)。わが国で物価指数間のかい離が大きいのは,30年代とくに後半以降の経済の高成長に伴い,生産性上昇の部門間格差や
需要構造などの経済的要因が大きく変化したことがその背景にあると思われる。しかし,統計的には,このような物価指数
間のかい離は,つぎの3点によって生じているといえる。

第71表 CPIおよびWPIの推移とかい離

(イ)物価指数の対象品目のズレ(たとえば,CPIにはサービス品目が含まれるが生産財,資本財は含まれない。逆にWPIに
は後者は含まれるが前者は含まれない。) 

(ロ)指数算定上のウェイト配分の相違 

(ハ)卸売段階と小売段階の間に介在する流通費用の変化 

上に述べた各要因が,CPI,WPIのかい離にどれだけ寄与しでいるかをみるために,対象品目のズレを調整して両指数に共通す
る品目を取り出し,ウェイトも共通にする(CPIの40年基準時のウェイトを用いた)という操作を行ない,各調整段階ごとの物
価上昇率を再計算したものが第1図である(なお,アメリカについては,かい離が大きく,かつ継続的に生じていた1957～64年
を対象としている)。ここで,2)は1)(CPI全品目)からサービス品目を除いたもの,3)はさらにそのうちWPIの対象品目と共通
するものだけをとりだしたものである。したがつて,1)と2)の差および2)と3)の差は対象品目の相違によるものである。同
様に6)は7)(WPI全品目)から生産財,資本財を除いたものであり,7)～6),6)～5)の上昇率の差は対象品目の相違による。ま
た,4)と5)の差はウェイト調整によつて生じており,3)と4)の差は流通費用の変化によって生じていると考えられる。
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第1図 品目,ウェイト調整によるCPIとWPIのかい離分析
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以上の点を整理して,各要因ごとのかい離に対する寄与率を計算し,アメリカと比較すると次のようになっている(第72表)。

すなわち,日本では,対象品目のズレ(イ)とウェイト配分の相違(ロ)の影響が大きく,流通費用の変化(ハ)による分は比較的小
さい。これに対し,アメリカでは対象品目のズレと流通費用の変化によってもつぱらかい離が生じており,ウェイトの相違
はばむしろマイナス要因になっている。

また,対象品目のズレのなかでも,アメリカが「サービス品目がCPIだけに含まれていること」が,かい離の主な要因であるの
に対し,日本は「消費財のうちの非共通品目によるもの」が大きな要因になっている。このことは,日本の場合,経済の構造
的変化に伴う財貨内部での相対価格の変化がCPI-WPIかい離の重要な要因となっていることを示している。

第72表 CPIとWPIとのかい離要因
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もっとも,CPI-WPIかい離に占める各要因の寄与率は,時期によって若干異なっている。日本について,I期(35～38年),II期(38
～40年),III期(40～42年)にわけてみると,両指数のかい離は次第に小さくなってきている。ことにIII期では,食料品などを中
心に中小企業性の品目が比較的落ちついているのに対し,大企業性品目の上昇が相対的に大きいという最近の傾向を反映し
て,CPI採用品目がむしろ物価上昇率を小さくする要因となつている(2)～3),6)～7)がマイナスになっている。)。また,3)～
4)の差もそれ以前とことなりマイナスとなっており,流通費用がこの間に低下していることを示している(第1図)。
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12.   価格の相対的変化の所得増加に対する影響

価格の相対的変化が部門別の所得増加に与える影響度を次のように推計した。

(イ)産業連関表の各産業部門別産出額を対応する産業別デフレーターを用いて実質化するとともに,
投入額についても産業別デフレーターによって実質化し,各産業ごとの実質産出額と実質投入額との
差から実質付加価値額を求める。これは価格が相対的にも絶対的にも変化しない場合の付加価値額
であると考えられる( 第73表 のC欄)。 

(ロ)つぎに,各産業別の名目の付加価値額(相対的にも絶対水準でも価格が変化したあとの付加価値
額。A欄)を物価水準の上昇率で一律にデフレー卜すると相対価格の変化を含んだ実質付加価値額( B
欄 )となる。 

(ハ)ここで(A)-(C)は価格変動が部門別付加価値額に与えた影響を示し,(B-(C)はそのうち価格の相対
的変化によって受けた影響度を示している。 

第73表 価格の相対的変化の所得増加(付加価値額配分)に与える影響
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13.   消費者物価の上昇と供給量の変化

昭和40年代にはいって,消費者物価の上昇内容には若干の変化があらわれたが,その中には供給量の増加に
よって,価格上昇が鈍ってきたと思われる品目がいくつかみられる。

まず野菜についてみると,個々の野菜価格はその年々の需給関係を反映して大きく変動しているが,第1期
(36年～38年)と第II期(41年～43年)にわけ,それぞれ3ヶ年平均の上昇率をみると,第II期に価格上昇率が小
さくなったものが多い。これにはこの間における供給量の増加が一因となっていると思われる。たとえ
ばトマト,きゅうり,にんじん,なす,キャベツなど,各品目の中で生産量の増加が相対的に大きいものに,第II
期になって価格が安定したものがみられる。これらの品目は,所得上昇に伴って需要が安定的に増加し,そ
れが生産量の増加を誘発した面もあると考えられる。一方,大根,里いも,ばれいしょなど生産の伸びの停滞
している品目において相対的に価格上昇が大きい( 第74表)。

また果物では,みかん,なしなど生産量が年率10％以上伸びている品目では,価格の上昇がほとんど見られな
い。これに対してりんご,ぶどうは増大する需要に生産が追いつかず,30年代後半よりも騰勢が弱まってい
るとはいえ,なお価格上昇がつづいている( 第75表)。

肉,乳卵では牛肉は大幅な価格上昇がつづいているが鶏卵,鶏肉,粉ミルクなどでは価格上昇は小さく,豚肉
もビッグサイクルの影響を除けば牛肉に比べて価格上昇は小さい。この背景には牛肉の生産の伸びなや
みに対して,他の畜産物の生産の伸びがかなり大きく,また,バター,チーズなどでは輸入量が大幅に増加し
ていることもあると思われる( 第76表-1第76表-2)。

生鮮魚介については資源の問題などもあって,漁獲量が停滞ないし減少しているものが多く,価格も根強い
上昇傾向をつづけている( 第77表)。

第74表 野菜の価格上昇率と生産量増加率
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第75表 果物の価格上昇率と生産量増加率

第76表-1 肉・乳卵類の価格上昇率と生産量増加率
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第76表-2 主要肉・乳製品輸入量の国内生産量に対する割合の推移

第77表 生鮮魚介消費者価格上昇率と漁獲量増加率
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14.   消費者物価の上昇と消費態度

最近の消費の動きをやや詳細に検討してみると,消費者物価の上昇に伴う消費者の適応が部分的にあらわ
れてきているようにみられる。

第1に,消費者価格の高騰の著しい品目について,消費者の買控えや低価格品目への代替の動きがみられる
ことである。いま品目別家計消費量が,世帯の実収入の大きさと各品目の価格上昇の総合物価の上昇を上
回る度合によって影響されると仮定して,35年～37年,41年～43年10月の2期間について消費関数を計測し
てみると,消費量の所得弾性値と価格弾性値は第78表のようになる。

まず,所得弾性値について35年～37年と41年～43年の両期間を比較すると,上昇,下降区々で一定した傾向
を見出すのはむずかしい。

価格弾性値についても品目によって差は大きい。しかし,消費者物価の動きと関連させてみると,物価上昇
の著しい品目で価格弾性値が上昇しており,これらの品目については,消費者の買控え傾向があらわれてい
るようにみられる。たとえば,まぐろの消費者価格は35年以降大幅に上昇しているが,これと対応して価格
弾性値は35年～37年のΔ0.887から△8.81へと高まり,所得弾性値の上昇効果を減殺して,まぐろの消費量
の伸びは最近著しく小さくなっている(第2図-1-(1))。価格上昇の顕著な牛肉や豚肉などについても,同様
の傾向があらわれている(第2図-1-(2)～(5))。これに対し,消費者価格の上昇が相対的に小さかった食ぱん,
ハム,鶏卵などについては,価格弾性値はいずれも低下し,消費量の増大が加速されている(第2図-2-(1)～
(4))。なお,価格の上下の激しい野菜類については,価格弾性値はほぼ横ばいであった(第2図-3-(1)～(2))。

第78表 所得弾性値と価格弾性値の動き
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第2図 価格弾性値の動き別にみた主な食料品の消費支出額および価格の推移 1.価格弾性値が上昇した主要

品目
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第2は,同じ品目内でもより安い銘柄や安い時期を選択する傾向があらわれていることである。

個別品目について消費者物価指数の上昇率と,家計調査の消費金額と消費量から得られる実効価格の上昇
率を比較すると,消費者物価指数の上昇が大きい品目で,最近,実効価格の上昇が相対的に小さいという傾向
がみられる。

消費者物価指数の原資料には,固定銘柄の毎月央時の小売価格が用いられているので,このような開差ぱ,消
費者がより安い銘柄や時期などを選択する傾向が強まっていることを示すといえよう。

第79表 消費者物価と実効価格の上昇率

昭和43年 労働経済の分析



34年～38年,38年～43年の両時期を比較すると食料品の中でも価格上昇の大きい牛肉,まぐろなどの品目
では,最近,実効価格の上昇がかなり小さくなる傾向がみられ,年次別には40年ごろからそのような傾向が生
じている。

一方,食料品の中でも価格上昇が比較的に低かったハム,バターなどの品目については,最近になって実効価
格の上昇が消費者物価を上回るものが多い。

第80表 主要品目の消費者物価と実効価格の対前年上昇率の推移
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